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１．はじめに  

下水道マンホールの浮上防止対策は，災害時における避難行動や救急救命活動の観点から，非常に重要な地

震対策の一つである．マンホール浮上の原因は，埋戻し土の締固め不足に伴う液状化リスクの増大と考えられ

ている．筆者らは，マンホール浮上抑制対策を開発する過程で，埋戻し土の締固め不足に着目し，これを締固

める方法としてマンホール内部に固定できる新たな起振機を開発し，振動数や起振時間，埋戻し条件をケース

スタディとして実験を行った．その結果，締固め効果が確認されたのでここに報告する． 
２．実験内容  

 実験方法は，実物大の 1 号マンホールを土槽に設置し，砂の埋戻し条件をケーススタディとして起振後のマ

ンホール周辺地盤の沈下量を計測する．また，起振前後の相対密度を想定するために，軽量簡易動的コーン試

験を併せて行う．図-1 に実験水槽図を示す． 
表-1 ケーススタディ 

振動数 時間
(Hz) (分）

Ｘ 6・7・8・9 1

7・8・9・10 1

10 5

Ｘ 8・9 15

Ｙ 9・10 15

Ｘ 8・9・10 10

Ｙ 9・10 10

Ｙ

ケース3
10cm毎に砂
を敷き均し踏

み固める

ケース1
10cm毎に砂
を敷き均し軽
く突き固める

ケース2
ケース1に引
き続き、地表

面を整地
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図-1 実験水槽平面・断面図          
起振実験は表-1 に示すように，埋戻し方法や起振条件を変えて 3 ケースについて実施した．実験土槽に使

用する埋戻し用の砂には 5 号硅砂を使用し，10cm 厚ごとに敷き均し・締固めを繰り返して埋戻しを行った．

使用した砂の埋戻し前の含水比の平均値はケース 1，2 では 3.3％，ケース 3 では 6.3％であった．締固めには，

初期相対密度 40％と 50％を目標に，簡易な突き固め及び人力による踏み固め方法を用いた． 
開発した起振機は，下部に設置したモーターの円運動を上部に設置し

たウエイトの直線運動に変換してマンホールに振動を与える構造である．  
表-2 初期相対密度の平均値 

実験 沈下率

ＮＯ． (%) 投入量 コーン値 平均値

ケース1 1.2 44.2 36 40.1

ケース2 1.9 51.7 33 42.4

ケース3 1.3 52.2 53 52.6

初期相対密度　Ｄr0（％）

 

初期相対密度は，水槽への砂の投入重量を基にして算出した値とコーン

試験の抵抗値から推定した値を平均して，表-2 に示すように，ケース 1
で 40％，ケース 2 で 42％，ケース 3 で 53％であった． 
３．実験結果  

 マンホール近傍の沈下量をレベル及び自動計測により計測した．ケ

ース 1 の自動沈下計測結果を図-2 に示すが，X 方向（D-01）24mm
と Y 方向（D-02）18mm の沈下が計測された．これは，沈下率 1.0%
～1.4%に相当する．引き続き，起振条件を変えて行ったケース 2 では，

図-3 に示すように 27mm～35mm の沈下が実測され，自動計測でも X
方向 40mm の沈下となり，沈下率は 1.5%～2.3％となった．さらに，

新たに埋戻し条件を変えて行ったケース 3 では，図-4 に示すように，

7mm～38.5mm の沈下が実測され，自動計測でも X 方向 19mm，Y  
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図-2 ケース 1 の自動沈下計測結果 
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方向 24mm の沈下が計測されて，沈下率は 0.4％～2.2％となった． 
４．起振による相対密度の改善  

 マンホールを開発した起振機により振動させて，マンホール近傍地盤を 
締固める考え方は，サンドコンパクションパイル工法に準じて 1)以下のよ

うに考えることができる．すなわち，改善後の沈下率（ｈf）を用いて，

起振後の相対密度は式(1)により求められ，計算結果を表-3 に示す。 

マンホール近傍の沈下量（第2回）
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図-3 ケース 2の沈下量 ×100　Ｄ r1 　＝
ｅmax　－　ｅ1

ｅmax　－　ｅmin  (1) 

   　　ｅ1　＝ ｅ0　－　ｈ f ・ （1+ｅ0）

 ここに、Ｄr1：起振後の相対密度，ｅmax：最大間隙比（＝0.02Ｆc+1.0），
emin：最小間隙比（＝0.008Ｆc+0.6），Ｆc：細粒分含有率，ｅ1：起振後

の間隙比，ｈf：沈下率 

マンホール近傍の沈下量（第3回）

-45.0

-40.0

-35.0

-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

Ｅ ＳＥ Ｓ ＳＷ Ｗ ＮＷ Ｎ ＮＥ

側壁位置

沈
下

量
(m

m
) Ｘ-8Hz

Ｘ-9Hz
X-10Hz
Y-9Hz
Y-10Hz

図-4 ケース 3の沈下量 

  

 

 

 

 

 

５．考察 

 5 号硅砂を用いた起振実験により，マンホール周辺地盤は明らかに 
締固まっていることが確認された．図-5に相対密度の改善効果，図- 

6に沈下率の改善効果を示す．ケース 1 から引き続き行ったケース 2 
では，初期相対密度 40%に対して約 10％の改善効果が見られた．一 
方，初期相対密度が 53%のケース 3 では約 5％の改善効果となった． 
同様に，沈下率についてもケース 1⇒ケース 2 では 3.1％，ケース 3 では 1.3%の改善効果となった．開発し

た起振機の能力から，改善後の相対密度は 60％前後が限界と考えられる． 
 起振によりマンホール周辺地盤が締固められると，液状化の発生リスクが小さくなる．それにより，地震時

のマンホール側壁と周辺地盤との摩擦力に期待できる．起振によるマンホールの浮上抑制効果を定量化する手

法としては，起振後の相対密度より求められる起振後のＮ1値（Meyerhof の式 2)）から液状化抵抗率ＦL値と

動的せん断強度比Ｒ値を求め，液状化層における土の内部摩擦角δ’として常時の土の内部摩擦角δに表-4 の

土質定数の低減係数ＤEを乗じ，摩擦係数＝tanδ’＝tan（δ・ ＤE）とする方法がある． 

６．おわりに 

 本論は，マンホール内部に固定した起振機によりマンホール 

躯体を振動させ，マンホール周辺地盤の締固め効果を実験的に 

検証したものであり，マンホールの浮上に対して抵抗する周辺 

摩擦力の増強に期待ができることを示した． 
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表-3 起振後の相対密度 

実験 Ｆc 初期間隙比 起振後 Ｄr1

ＮＯ． (%) ｅ0 ｅ1 （％）

ケース1 4 1.080 0.632 0.902 0.879 44.9

ケース2 4 1.080 0.632 0.893 0.857 49.8

ケース3 4 1.080 0.632 0.844 0.820 58.0

ｅmax ｅmin

 

表-4 低減係数ＤE
3) 

レベル1地震動 レベル２地震動 レベル1地震動 レベル２地震動
に対する照査 に対する照査 に対する照査 に対する照査

Ｆ L の範囲 現地盤からの
深度
ｘ（ｍ）

1 2/3

1/3 1/60

1/3

Ｆ L ≦1/3 1/6

2/3

0≦ｘ＜10

1/3＜Ｆ L ≦2/3

2/3＜Ｆ L ≦1

0≦ｘ＜10

Ｒ 　≦0.3 0.3＜Ｒ
動的せん断強度比　Ｒ

1 11 2/30≦ｘ＜10  
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図-5 相対密度の改善効果

図-6 沈下率の改善効果 
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